
  

          

                               

 

                              読売新聞より            

 

 

    世代間格差とは、一生の間に享受する社会福祉サービスや年金と、一生の間に負担しなければな

らない税金などによる差が、世代によって異なっていることをいいます。 

   格差問題は、「所得格差」「正社員とパート・アルバイトの格差」「都市と地方の格差」などの格差

が社会問題となっています。          

  

 

 

 

 

 

 

 厚生労働省は９月２８日、納めた年金の保険料に対して、どれだけ年金の給付が受けられるかを世代

ごとに試算した結果を公表した。厚生年金に加入するサラ―リーマンの夫と専業主婦の場合、2015

年に 70 歳になる世代は、負担した保険料の 5.2倍の年金を受け取れる見込みなのに対し、30歳にな

る世代以降では 2.3倍にとどまった。 
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未納とは、国民年金の加入が義務付けられていた期間にもかかわらず、保険料を納付していない状態

のことをいいます。国民年金の加入者のうち、自営業者やフリーランスなどの第１号被保険者は自分

で保険料を納付します。国民年金の保険料は期限までに納付しないと「未納」となります。納期限か

ら２年以内であればさかのぼって保険料を納付できますが、２年を過ぎると時効により保険料が納付

できなくなり、未納期間として残ってしまいます。 

未納期間の保険料は２年以内に納付しないと、時効により納付することができなくなります。未納が

続くと、現在の国民年金の老齢基礎年金の受給資格を満たせない可能性があります。また、平成 24

年８月に成立した年金法改正で、平成 27 年 10 月以降、受給資格期間は現在の 25 年から 10 年に

短縮されるため、未納期間があっても受給資格は満たせるかもしれませんが、受給できる年金額が低

額になってしまいます。 

 

 

平成 23 年の国民年金被保険者事態調

査によると、第１号被保険者のうち、

保険料を納付しない理由で最も多いの

は「保険料が高くて経済的な負担が大

きい」ことですが、次に多いのは「年

金制度への不安」となっています。 

公的年金制度は、社会保障制度の１つ

であり、社会全体で支えあっている制

度です。個人で行う積立とは全く意味

合いが異なっています。保険料を払い、

将来給付を受けるという仕組みのもと、

社会保険の１つである年金制度は、一

人ひとりが支え合って成り立つ制度です。 

 

 年金制度の将来に不安を感じて保険料を未納とすること

で、受給資格が満たせず、また、自助努力分だけでは足り

なくなってしまい、無年金になったり年金が低額になって

しまうリスクの方が大きいといえるでしょう。公的年金は

終身年金で、長生きリスクに対応しています。老後の安定

した収入を確保するためにも国民年金の保険料をまずは

きちんと納付することが大切です。 

●それぞれ保険料負担額及び年金給付額を賃金上昇率を用いて 65 歳時点の価格に換算したものをさら

に物価上昇率を用いて現在価値(平成 26 年度時点)に割り引いて表示したもの。 

●「高齢者のうち高齢者のみ世帯等に所属する人の割合」は、65 歳以上人口に占める世帯主が 65 歳以

上の単独世帯又は、夫婦のみ世帯人員数割合。(「国勢調査」「日本の将来推計人口(平成 24 年 1月推計)」、

「日本の世帯数の将来推計(平成 25年 1 月推計)」から算出) 

 


